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保育士養成校における保育実習に関する一考察
高崎健康福祉大学八幡眞由美
1 はじめに
｢保育｣とは保育所 ･幼稚園での ｢集団施設保育｣と家庭での ｢家庭保育｣の両方の概
念を含む｡ しかし､一般的には幼稚園や保育所における保育を指すとされている｡
｢保育｣という言葉が日本で最初に使用されたのは東京女子師範学校附属幼稚園 (1876
年開設)規則の ｢国中二在 リテハ保栂小児保育ノ責二任ス｣であるとされている｡また､
公的用語として国が ｢保育｣という言葉を使用した初の法令は公立幼稚園 ･保育法認可乃
間中方布達 (1879)のなかの ｢公立幼稚園ノ保育法ハ公立学校教則同様文部卿ノ許可ヲ得
-ク｣であるといわれている｡これ以降､乳幼児期の教育には ｢保育｣という言葉が使用
されることとなっていったのである｡
また､保育所保育指針に ｢養護と教育が一体となって､豊かな人間性を持った子どもを
育成するところに保育所における保育の特性がある｣と規定されているように乳幼児の発
達特性からみて､保育には ｢養護 (care)｣と ｢教育 (education)｣の2つの側面があると
考えられる｡｢養護｣とは乳幼児の生存の保障を基盤とし情緒の安定を図り生活の自立を支
援することであり､｢教育｣とは人間として生きていくための社会性を身につけるための追
徳教育のことである｡つまり､養護と教育が一体となって豊かな人間性を持った子どもを
育成することに保育の特性があるといえよう｡
2 わが国における就学前教育制度
現在の日本の就学前教育制度は幼稚園と保育所が分離している幼保二元制である｡幼保
二元制は以下に示す幼稚園と保育所の成立過程に起因すると考えられている｡
日本の幼児教育制度は諸外国からの影響により開始されたといわれているが､江戸時代
後期に農政学者佐藤信淵は著書 『垂統秘録』のなかで ｢慈育館｣や ｢遊児廠｣という乳幼
児教育の設置を提唱していたところから考えるとわが国独自の保育施設の構想もされてい
たこともうかがい知る事が出来る｡
明治に入ると､教育制度整備の一環として 1872(明治 5)年に学制が制定され､幼児教育
機関である ｢幼稚小学｣が規定されるも実現には至らなかった｡1871(明治 4)年には横浜
に ｢亜米利加婦人教授所｣が米国婦人一致外国伝道協会により開設､1875(明治 8)年には
京都柳池小学校に ｢幼稚遊嬉場｣が付設されるがどちらも短命に終わり､発展はしなかっ
たのである｡
1876(明治 9)年､我が国における幼児保育施設の始まりといわれている東京女子師範学
校附属幼稚園 (官立)が設立された｡この幼稚園に入国したのは上流階級や富裕階層の子
女であったため､幼稚園は一般大衆には縁遠い貴族的性格をもつものと出発したのであっ
た｡対照的に保育所 (託児所)は農民や貧民層の子どもの救済を目的に慈善事業として始
まった｡わが国での託児所の始まりだとされるのは赤沢錘美 ･ナカ夫妻により1890(明治
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23)年に私塾 ｢新潟静修学校｣に付設された子守り学校であり､後に ｢守孤扶独幼稚児保
護会｣と名付けられ､本格的な託児施設として発展 していくのであった｡同年､寛雄平は
鳥取県の農村に日本の季節託児所の始まりとされる｢農繁期託児所｣を設立する｡その後､
農繁期託児所は大正期から昭和中期にかけて全国各地で急増 していくのであった｡また明
治 20年代には工業の急速な発展に伴 う母親の労働力確保のために企業内における託児所
の設置の必要性が叫ばれるようになった｡1894(明治 27)年には我が国初の ｢企業内託
児所｣が東京深川の東京紡績株式会社に付設され､以後､鐘ガ淵紡績株式会社 (1900)､
日本煉瓦製造株式会社(1906)を始めに全国に広がっていったのである｡
1899(明治 32)年には ｢幼稚園保育及設備規程｣(文部省)が制定され､幼稚園の目的
や内容についての基準が国としてはじめて明文化された｡これを契機に全国に幼稚園が増
加 していくのである｡一方､託児所は 1900(明治 33)年に東京麹町に野口幽香､森島峰
により開設された二葉幼稚園 (1916には二葉保育園と名称変更)に代表されるように都市
部における貧民層の増加､それに伴 うスラム化の進行によって子どもたちを救済すること
が目的であった｡
大正期に入ると､幼児教育-の関心も高まり､幼稚園の数はさらに増え､幼稚園の基本
体制を明確化する法令の整備が必要とされた｡そこで 1926(大正 15)年には日本で最初
の幼稚園に関する単独令である ｢幼稚園令｣が公布された｡同時に ｢幼稚園令施行規則｣
も制定されたのである｡
1931(昭和6)年の満州事変から第2次世界大戦までの約 15年間は戦時下体制に入 り､
国家の戦時体制は子 どもたちの生活にも多大な影響を与えた｡それまでの自由主義的な保
育から戦時色を色濃く出したもの-と変化していったのである｡1944(昭和 19)年の ｢幼
稚園閉鎖令｣により既存の幼稚園は戦時託児所-の転換を迫られ､託児所は労働力確保の
ため戦時下体制を支えることが期待されたのである｡
終戦後の 1947(昭和 22)年の ｢学校教育法｣公布に伴い､幼稚園は学校として規定さ
れた｡一方､託児所は同年に公布された ｢児童福祉法｣により児童福祉施設とされ､名称
も従来の託児所から保育所-と変更されたのである｡
また､文部省は幼児保育の内容について基準となる指導書を作成するための委員会 (幼
児教育内容調査委員会)を設置し､翌 1948(昭和 23)年には ｢保育要領一幼児教育の手
引き-｣を発行 し､幼児教育の方法､内容等について明らかにしたのである｡その後､1956
(昭和 31)年には ｢保育要領｣を改訂 し｢幼稚園教育要領｣とし､小学校教育と関連付け､
保育簡域を 6領域としたのである｡1960(昭和 40)年には厚生省が ｢保育所保育指針｣
を発表 し､保育所保育の理念や保育内容を示したのである｡
その後､｢幼稚園教育要領｣は 1964(昭和39)､1989(平成元)､1998(平成 10)と改
訂され､｢保育所保育指針｣は 1990(平成2)､1999(平成 11)と改訂され､現在にいた
っている｡
現在のL幼稚園と保育所を比較すると以下のようになる｡
事項 幼稚園 保育所
根拠法令 学校教育法 (1947年 3月公布) 児童福祉法 (1947年 12月公布)
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･ 国立幼稚園-.文部科学省. 公 教育委員会私 都道府県 ･市町村､私立に同じ
対象 満3歳から小学校就学始期に達す 保育にかける.0歳から小学校就学の始期まで○
るまでの幼児_(学校教育法第 80 保護者から申し込みのあった場合､市町村は保育に
粂) 欠ける乳児また幼児などに保育を実施する義務あり
(児童福祉法第 24条)
設置者 国､地方公共団体､学校法人など 地方公共団体､社会福祉法人など
(学校法第 2条､第 102条) (児童福祉法第 35条)
設置にあたつては知事の認可が必要である (但し設
置者が都道府県の場合はこの限りではない)(児童福
祉法第 35粂)
保育料 各国で決定される○保育料は- 保護者の収入 (前年度課税額)に応じて 10階層に
律○ わけ､月額が決定されるo
設置.運営の 学校教育法施行規則第 74-77条 児童福祉施設最低基準 (省令)
基準 幼稚園教育要領 (省令)(学校 法第 3粂) (児童福祉法第p45条)
入所 (園)の ･ 保護者が幼児教育 を受けさ ･ 市町村が政令で定める基準に従い､条例で定め
条件 .手続 せることを希望する場合 るところにより ｢保育に欠ける｣と認めた児童
･ 就園を希望す る保護者 と幼 につき入所を決定 (市町村が家庭の状況を調査)
稚園の契約 (自由契約制) ･ 保育に欠ける乳幼児をもつ保護者が保育所を選
択し､市町村に申し込む
入 (園)所 . ･ 学年の始 (4月)､学年の終 (3 ･ 保育に欠ける状況が発生したとき
過 (園)所の 月)が一般的 ･ 保育に欠ける状況が消滅したとき (年度途中､
時期 ･ 満 3歳の誕生日から入園できる就園を希望する保護者 と幼稚 設置者の契約による 随時入退所可)
保育 (教育) ･毎学年の教育週数は､特別の事 ･ 原則として 1日8時間○その地方における乳幼
時間 .日数 情のある場合を除き､39週を 児の保護者の労働時間､その他家庭状況などを
下ってはならない○(学校教育 考慮して保育所長が定める (児童福祉施設最低
法施行規則 75).幼稚園の 1日 基準 34)
の教育時間は､4時間を標準とすること○ただし､幼児の心身発達の程度や季節などに適切に配慮すること.( 稚園教育要領) ･ 延長保育､夜間保育も実施o春､夏休みなし○
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基準 教育要領による (学校教育法 ･3歳以上は幼稚園教育要領と同じく5領域を設
施行規則 76条)oすなわち､ 定､保育所保育の特徴として養護的内容を配慮○
幼児の発達の側面か ら ｢健 (3歳以上で6才 ｢基礎的事項｣として 5領域と
康Jr人間関係｣｢環境｣｢言 分離して示す)(1990年 4月)
菓｣｢表現｣かの 5領域が示されている○(1989年 4月)･同一年齢の幼児で学級編成をす るこ とを原則 とす る｡(幼稚園設置基準4) ･学級編成.-特に規定はない
教員.保育士の,資格 幼稚園教諭普通免許状専修 (大学院終了)､一種 卒)､二 短期大学卒 保育士資格証明書
職員① 職種② 保 育 士 園長､教頭､教諭､助教諭､養護 保育士 (1999.4.1現在)､嘱託医､調理員 (委託す1学級あたり幼児 35人以下 0歳児---3:1
な ど の 1.2歳児..6:_1
配 慮 基 3歳児---20:1
準 4.5歳児-30:1
な ら な 億､足洗用設備 満 2歳以上の幼児を入所させる保育所では､保育室
い 施 (幼稚園設置基準9条)放送聴取用設備､映写設備､水遊び場､幼児清浄用設備､給食施設､図書室､会議室■ 11条.) または遊戯室､`屋外遊技場､調理室､便所
設 .設備② 備 え るよ う 努め な けれ ば なら い施設 .設 (児童福祉施設最低設置基準 32条)規程なし
国庫補助 幼稚園就園奨励費補助金を所得 (負担金)運営費を保育所に支給
が基準以下の家庭に子の年齢別 国の定める保育単価と保育料との差額を国 1/2､都
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その他 の補 私立幼稚園の経常経費に対する 特別保育事業の補助 (公 .私とも)(延長 .一時保育
助 都道府県助成に夷｢して国がT-定 など)-
額を補助 (公立は地方交付税) 新設 .増改築の補助
(水野,2004)
近年､保育所と幼稚園の差はほとんどなくなってきている｡幼稚園では延長保育や預か
り保育､満 3歳児入園が拡大し､保育所では幼稚園のカリキュラムが実施されているのが
現状である｡｢幼稚園と保育所の施設の共用化等に関する指針｣(1998(平成 10)午)に
より幼保一元化の動きがより一層加速するようになった.具体的には施設共用､人事交流､
カリキュラムの一体化､合同研修や研究､行事 (運動会､発表会､遠足等)･の合同開催､
保護者間交流等が行われている｡
3 実際の保育士の内容と資格
保育所は児童福祉法に定める厚生労働省の所管のもとにある 14種の児童福祉施設のう
ちの1つである｡保育所保育の目的は児童福祉法第 39条に ｢保育所は､日々保護者の委
託を受けて､保育に欠けるその乳幼児を保育することを目的とする施設とする｣と規定さ
れている｡ここでいう ｢保育に欠ける｣七は ｢保護者の労働又は疾病その他政令で定める
基準に従い条例で定める事由｣である｡こうした国の基準をもとに各自治体の条例で定め
る事由には上記の事由の他に子どもに障害があることや保護者が就学中や休職中などが含
まれる場合もある｡つまり保育所保育とは､保育に欠ける乳児または幼児を家庭または地
域と連携し､保護者の協力のもとに家庭教育の補完をする役割を持っている｡加えて 1997
(平成 9)年の児童福祉法一部改正により追加された子育て支援機能である保護者-の社
会的な養育支援サービス等も重要な役割であるといえる｡
保育士については児童福祉法第 18条4に ｢保育士とは､登録を受け､保育士の名称を
用いて､専門的知識及び技術をもって､児童の保育及び児童の保護者-対する保育に関す
る指導を業とするもの｣と定義されている｡また､保育士資格は児童福祉法施行令第 13
条により､｢児童福祉施設において､児童の保育に従事するもの｣と規定され､任用資格で
あった｡しかし保育士資格詐称によるさまざまな事件により､平成 13(2001)年 11月 30
日に公布された ｢児童福祉法の一部を改正する法律案｣により保育士資格は国家資格 とな
り､業務の定義､各都道府県に備えられている保育士登録簿-の登録､信用失墜行為の禁
止､守秘義務等が新たに定められたのであった｡加えて､保育ニーズが多様化する現代に
おいて ｢児童の保護者に対する保育に関する指導｣という子育て支援業務も保育士の重要
な役割のひとつである｡その他､保育所保育指針に ｢保育においては､保育士の言動が子
どもに大きな影響を与える｡ したがって､保育士は常に研修などを通して､自ら､人間性
と専門性の向上に努める必要がある｡また､倫理観に裏付けられた知性と技術を備え､豊
かな感性と愛情を持って､一人一人の子どもに関わらなければならない｣とあるように保
育士には保育の原理を現場において実践する専門性と豊かな人間性が要求される｡
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4 現代の大学教育における保育士養成教育
L保育士資格を取得するためには､指定保育土養成施設 (厚生労働省指定)で所定の必要
な単位を取得する方法と保育士試験において指定科目の単位認定を得るための試験に合格
する方法の2通 りがある｡
指定保育士養成施設とは国に指定を受けた大学､短期大学､専修学校､保育士養成施設
のことであり･､修業年限は2年以上である｡入学後､所定の単位 (現行では68単位)を取
得すれば卒業と同時に保育士となる資格を有することができる｡また､指定保育士養成施
設における保育士の養成は児童福祉法施行令及び児童福祉法施行規則､指定保育士養成施
設指定基準等に基づき実施されている｡保育に関する専門的知識及び技術を習得させると
ともに､専門的知識及び技術を支える豊かな人格識見を養 うために必要な幅広く深い教養
を授ける高等専門職業教育機関としての性格を有することとなる｡
2000(平成 12)年 9月､厚生労働省は ｢保育士養成課程等検討委員会｣を設置し､保育
士養成課程の見直しを図り､2001(平成 13)年2月に ｢指定保育士養成施設指定基準｣が
通知された｡内容は下記の通 りである｡
(1)指定保育士養成施設は､教育課程の編成に当たっては､保育に関する専門的知識及
び技術を習得させるとともに､幅広く深い教養及び総合的な判断力を培い､豊かな人間性
を清養するよう適切に配慮すること｡
(2)告示別表第 1の教科目の欄に掲げる教科目 (以下 ｢必修科目｣という｡)は､必ず履
修させなければならないこと｡また､告示別表第 1に掲げる ｢小児保健｣については､講
義及び実習の単位数の配分は同表単位数欄に定める単位数の範囲内で各指定保育士養成施
設の判断により行 うことができること｡保育内容に関する演習については､保育所保育指
針における保育の内容を考慮 して､保育所保育の特性である養護と教育が一体となった保
育の内容が習得できるよう､科目の開設に配慮すること｡
基礎技能に関する演習については､音楽､図画工作､体育等保育を行 う上で必要な技能
が総合的に習得できるよう､科目の開設に配慮すること｡なお､ ｢保育内容｣及び ｢基礎
技能｣については､設置すべき単位をまとめて1科目として開設する必要はなく､必要な
単位数に分割 して科目を開設 しても差 し支えないこと｡
(3)選択必修科目については､別表に掲げる系列及び教科目の中かち 19単位以上を設け､
10単位以上を必ず履修させなければならないこと｡ただし､設置及び履修ともに､ ｢保
育実習｣の系列からの2単位以上を含むこと｡なお､選択必修科目について､保育実習以
外の系列の教科目及び単位数を各指定保育士養成施設で自主的に設定できるようにしたこ
との趣旨に鑑み､指定保育士養成施設毎に特色ある教科日及び単位数の編成を行うよう努
めること｡
(4)教養科目については､専門的科目との関連に留意して科目を設定する等学生の学習意
欲を高めるための創意､工夫に努めること｡
(5)専門的科目又は選択必修科目以外の科目を各指定保育士養成施設で設け､入所者に選
択させて差し支えないこと｡
(6)告示別表第-又は別表に定める教科目の名称については､各指定保育士養成施設にお
いて変更することもやむを得ないが､児童福祉法施行令 (昭和23年政令第 74号｡以下
r令｣という｡)第 13条第 3項に規定する指定に関する申請書の提出に当たっては､当
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該科目の告示別表第 1又は別表における相当科目及びその教授内容の概要を添付させるこ
と｡なお､令第 13条第4項及び児童福祉法施行規則 (昭和 23年厚生省令第 11号)に
規定する学則変更の承認に当たっても同様 とする｡
(7)告示に定める教科目のうち､2科 目以上を合わせて 1科目とすることは､併合 された
科目の関連性が深いと考えられる場合は差 し支えないが､基礎科目と､必修科 目又は選択
必修科 目とを併合することは不適当であること｡
(8)指定保育士養成施設は､教育上有益と認めるときは､学生が入所中に他の指定保育士
養成施設において履修 した教科目又は入所前に指定保育士養成施設で履修 した教科 目につ
いて修得 した単位を､30単位を超えない範囲で当該教科目に相当する教科目の履修によ
り修得 したものとみなすことができること｡
また､指定保育士養成施設以外の学校等 (学校教育法 (昭和22年法律第216号)に
よる大学､高等専門学校､高等学校の専攻科若 しくは盲学校､聾学校若 しくは養護学校の
専攻科､専修学校の専門課程又は同法第56条第 1項に規定する者を入学資格とする各種
学校)で履修 した教科目について修得 した単位については､指定保育士養成施設で設定す
る教養科目に相当する教科目について､30単位を超えない範囲で修得 したものとみなす｡
(9)指定保育士養成施設は､その定めるところにより､当該指定保育士養成施設の学生以
外の者に 1又は複数の教科目を履修させ､単位を授与することができること｡
別表
系列 教科目 授業形態 単位数
保育の本質.目的の理解に関する科目 指定保育士養成施設において設定対象の理解に関する科目
保育の内容.方法の理解に関する科 目
基礎技能
保育実習 保育実習Ⅱ 実習 2
同様に単位数について下記の通 り規定されている｡
① 必修科 目 別表第-の教科目の欄に掲げる全教科 目から同表単位数欄に掲げる全単位数
② 選択必修科 目 別表第二に掲げる系列からあわせて 19単位以上 (うち保育実習 2単位
以上)
③ 教養科 目10単位以上 (うち外国語に関する演習 2単位以上､体育に関する講義及び実
技 それぞれ 1単位､これら以外の科目 6単位以上)
④ 上記以外の教科 目を設定することができる｡
履修方法については下記の通 りである｡
① 必修科目 別表第-の教科 目の欄に掲げる全教科 目から同表単位数欄に掲げる全単位数
② 選択必修科 目 別表第二に掲げる系列からあわせて 10単位以上(うち保育実習 2単位以
上)
③ 教養科目 8単位以上 (うち体育に関する講義及び実技 それぞれ 1単位)
④ 選択履修科目上記以外の教科目及び 単位数を選択 して履修させることができる｡
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別表 1
系列 教科目 単位数
保育の本質.目的の理解に関する科目 社会福祉 (講義) 2
社会福祉援助技術 (演習) 2
保育原理 (講義) 4L
養護原理 (講義) 2
教育原理 (講義) 2
保育の対象の理解に関する科目 発達心理学 (講義) 2
教育心理学 (講義) _2
′J､児保健 (講義)実習 5
小児栄養 (演習) 2
精神保健 (講義) 2
家族援助論 (講義) 2
保育の内容.方法の理廃に関する科目 保育内容 (演習) 6
乳児保育 (演習) 2
障害児保育 (演習) 1
養護内容 ･(演習) 1
基礎技能 基礎技能 (演習) 4
保育実習 保育実習 ･(実習) 5
別表 2
1 保育の本質 ･目的の理解に関する科目
2 保育の対象の理解に関する科目
3 保育の内容 ･方法の理解に関する科目
4 基礎技能
5 保育実習
5 保育実習について
厚生労働省通知 ｢指定保育士養成施設における保育実習実施基準について｣に ｢保育実
習は､その習得 した教科全体の知識､技能を基礎とし､これらを総合的に実践する応用能
力を養 うため､児童に対する理解を通じて保育の理論と実践の関係について習熟させるこ
とを目的とする｣と定められているように保育実習には実習の体験をとおして､実践と理
論とを統合 し､さらには自分自身の保育観の形成を促し､保育者としての自己を理解し､
新たな学習課題を発見するとともに卒業後の進路について考える等が期待される｡
保育実習は必修である保育実習と選択科目である保育実習Ⅱと保育実習Ⅲがある｡保育
実習は保育所での 10日間の実習と保育所以外の施設 (乳児院､母子生活支援施設､児童養
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護施設､知的障害児施設､盲ろうあ児施設､肢体不自由児施設､重症心身障害児施設､情
緒障害児短期治療施設､自立支援施設､知的障害者厚生施設 (入所)､知的障害者授産施設
(入所)､児童相談所一時保護施設または独立行政法人国立重度知的障害者総合施設のぞみ
の園のいずれかの施設)で 10日間の実習を行 う｡保育実習Ⅱは保育所実習 10日間である｡
保育実習Ⅲは児童構成施設または知的障害児通園施設その他社会福祉関係諸法令の規程に
基づき設置されている施設 (保育所は除く)で 10日間の実習を行 う｡保育実習を行 う児童
福祉施設等及びその配当単位数は､指定保育士養成施設の所長が定めるものとされている｡
単位数については保育実習が5単位であり､その内訳で実習に関する事前事後指導が1
単位､保育所における実習2単位､保育所以外の施設で行 う実習2単位である｡保育実習
Ⅱ､保育実習Ⅲはそれぞれ 2単位である｡保育実習Ⅲか保育実習Ⅲは選択必修なので①保
育実習+保育実習Ⅱ､②保育実習+保育実習Ⅲの場合があり､①は保育所 20 日間､施設
10日間､②は保育所 10日間､施設 20日間となる｡よって実習日数は最低 30日間となる｡
実習の時期については厚生労働省通知 ｢指定保育士養成施設における保育実習実施基準
について｣において ｢保育実習を行 う時期は､原則として第2学年の期間内とし､夏期､
冬期等の所定の休 日の過半数をこえてこれに充ててはならないものとする｡また､保育夷
習は児童福祉施設等において行われるものに限られるから､修学旅行､夏期キャンプ等の
時間を単位に算入することはできないものとする｡｣と規定されている｡つまり､実習の
時期については各保育士養成校が独自の判断で行 うこととなる｡一般的に短期大学では授
業開始の4月や夏休み､試験期間を敬遠するために2年次に設定されている場合が多いよ
うである｡但し､施設実習については施設数が限定されるため､早期に設定される場合も
ある｡
また､昨今の保育士養成校の増加に伴い､実習先選択において保育士養成校同士が競合
するケースが多発し､実習先確保及び実習時期決定については早い者勝ちのようなケース
が発生 していることも否めない｡施設数が限られている上に乳児院など乳児を対象 とする
施設は風邪等の感染-の懸念から冬場は実習生を受け入れていない施設もあり､より一層
保育士養成校同士の競合を進める結果にもなっている｡今後､保育士養成校同士が話 し合
いの場を持つ等､スムーズな実習先決定のためにお互いが協力することが必要であろう｡
養成校では事前指導において下記のような実習園からの要望を学生にきちんと話 し､保
育者という仕事の重要性と責任を学生自身が感 じ､自分の生活サイクルについて見直し､
目的をもって実習に臨むよう指導していく事が必要となろう｡そして､実習して当然とい
う態度ではなく､実習の機会を与えられた喜びと感謝の気持ちをもって実習に臨む態度を
持つことができるよう指導していくことが重要となる｡
○実習現場からの実習生に対する要望
① 実習全般
･ 実習に対する心構えと目的意識をしっかりもって実習に臨んでほしい｡
･ 実習園や実習指導者の立場にたって考える姿勢をもつことが重要である｡
(学生にとって実習できるのが当然の権利のように考えるのは間違いである｡)
･ 社会人としてのルールや常識をわきまえてほしい｡
･ 整理整頓､清掃等日常生活での生活技術が当然できるものとして受け入れたい｡
･ 実習指導者に尊敬の念をもち､謙虚な姿勢で指導を受けてほしい｡
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･ 実習園や実習指導者､園児に対 して批判的な言動を軽はずみにしないように気をつけ
る｡
･ 実習中知 りえた秘密は口外 しないこと｡
･ 勤務時間を厳守すること｡
･ 欠勤､遅刻､早退等がないよう配慮すること｡
･ 実習園では常に笑顔で対応 し､保育者らしい態度を心がけてほしい0
･ 身だしなみに気を配る｡装飾品や濃い化粧は必要ない｡
･ 園の備品を使用する際は必ず実習担当者に連絡を取り､返却後も必ず連絡をすること｡
また大切に扱 うこと｡
② 子ども達との関わり
･ まず座って子 どもの目線にあわせ､子どもの言葉を聞き､実際の子どもの生活につい
て感 じてほしい｡
･ 実習生が複数の場合は実習生同士で話などせず､積極的に保育に子ども達とかかわっ
てもらいたい｡
･ 子どもの名前は前もって覚え､実習初日から名前で呼びかけるようにしておくとよい｡
･ 特定の子どもと話 したり遊んだ りする【のではなくどの子どもにも公平に接 して欲 しい｡
･ 明るく元気にはつらつと実習 してもらいたい｡
･ 優 しい気持ちをもって子ども達に接 し､相手の喜びを共感できるような気持ちで実習
に臨んでほしい｡
･ 実習中におきた子どもの事故やけが､喧嘩等は自分ひとりで処理せず､必ず実習担当
者の指示を仰ぐこと｡
③ 実習 日誌
･ 記録の方法等､工夫 して欲 しい｡
･ 疑問点や具体的事項を記述 して欲しい｡
･ 日記ではなく､反省点や課題を見出し､明日の実習につなげて欲しい｡
･ 提出期限は守って欲 しい｡
･ 誤字脱字に注意する｡
④ 事前学習
･ ボランティアをするなどして園の雰囲気に慣れておいて欲しい｡
･ 実習に必要な知識 ･見通しを研究してきて欲 しい｡
･ 教材の準備や指導案については余裕をもって準備するとともに事前に実習指導者の指
導を受けてほしい｡
･ 何か課題を持って実習に臨んで欲しい｡
⑤ その他
･ 実習の受け入れの前に実習生を面談 したい｡
保育士養成校からの電話や文書で受け入れを承諾する前に実習生本人と面談をして､
その学生の意欲や保育観について聞きたいという要望が多い｡実習先としては意欲のな
い学生を受け入れるのはなるべくなら避けたいとのことである｡また､社会人としての
礼儀としても軍習生自身が訪問するのが筋ではないかという意見もある｡
･実習中の休調管理には十分注意 してもらいたい｡
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事後指導では学生自身の実習での経験や体験を通して成長 したことを学校の生活や自分
の将来に生かすことができるような指導を心がけたいものである｡
本学における事後指導の大きな特徴のひとつに実習報告会がある｡5月に行われる1･
2年合同授業 (保育実習 Ⅰ (保育所)報告会)を皮切 りに､教育実習Ⅱ報告会 (7月)､教
育実習 Ⅰ報告会 (10月)､保育実習Ⅱ報告会 (10月)､保育実習 1 (施設)および保育実習
Ⅲ報告会 (12月)の計 5回行われる｡各報告会とも1.2年生の合同授業で行われ､は2
年生の実習の振 り返 りと同時に 1年生が2年生の実習体験を聞くという数少ない機会のひ
とつとして重要視されている｡例えば､5月に行われる合同授業では2年生が 10名弱のグ
ループに分かれ､各グループが手遊びや保育所実習で使用した教材 (紙芝居､ベーブサー
ト､エプロンシアター､パネルシアター等)から1つ選び､1年生や他のグループの前で
発表 したり､各グループに1年生を交え懇親会を行い､1年生はこれからの実習に向け期
待と意欲を持つという充実した報告会であった｡
6 結びに
現代社会において乳幼児を取り巻く環境は目まぐるしく変化 している｡都市化は子ども
達の遊び空間を減少させ､コミュニケーションカの育ちにくい環境を作った｡またTV､
ビデオ､ゲーム､漫画などのメディアとの接触時間が増加 し､戸外で遊ばなくなった子ど
も達には偏平足等の身体的に発達上の異変や親子の会話が激変するという状態を引き起こ
した｡加えて核家族化や深刻な少子高齢化社会の進行､女性の就労率の増大､単身家庭の
増加､近隣関係の希薄化などは家庭や地域における子育て機能は低fしているといえよう｡
こうした環境の変化は幼稚園や保育所での保育に少なからず影響を及ぼし､保育のニーズ
は多様化しているといえる｡加えて保育士が子ども達を保育するだけではなく､その保護
者に対して子育て支援を行なうことも重要な役割である｡
子ども達にとって人的環境である保育士は子ども達にとってのモデルであり､目標であ
る｡保育士の励ましの言葉や保育士が子どもを認めることで子ども達は喜びを感 じ､頑張
ろうという気持ちが芽生え成長していくのである｡それだけに保育士に求められる人間性
は豊かなものでなくてはならない｡今後保育士は一方的に保育を行なうのではなく､｢子ど
も達とともに成長する｣気持ちをもって接することが必要となるであろう｡
では ｢多様な保育ニーズに応え｣｢子どもとともに成長する｣保育士を養成校側ではど
のように育てればよいのであろうか｡まず､養成校では心理 ･教育 ･保健 ･文化の教科目
をカリキュラム上バランスよく配置することが必要と考える｡各分野の原理や理論をしっ
かりと学んだ上で､学生自身に保育について考える機会を与えることが必要となろう｡つ
まり､一方的な講義だけではなく､学生が自由に発言できる場を作 り､学生自身が主とな
り総合的に学ぶ環境設定も必要だと考えられる｡それらにより学生自身が自分の目指す保
育者像を明確化し､就職-意欲-と繋がると考えられる｡なかでも保育実習は知識 と体験
を融合させる絶好の機会であると捉え､その重要性を学生に伝えられるかが鍵となる｡
そして現在､凶悪な犯罪が子ども達のすぐ近くまで迫ってお り､保育士にもそれらに対
する危機管理能力が求められている｡防犯対策について常に敏感であり､万が一犯罪が起
きた時に迅速､的確に対処する能力を養 うために養成校ではしっかりとした防犯教育が必
要不可欠であろう｡
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